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論　文

日韓会談文書全面公開の公益性

太　田　　　修

は　じ　め　に

　日本に植民地支配されていた朝鮮は、1945 年 8 月、日本の敗戦によって解放

された。しかし 1948 年、北緯 38 度線以南に大韓民国（以下、韓国）、以北に朝

鮮民主主義人民共和国（以下、北朝鮮）という分断国家が成立した。そしてサン

フランシスコ講和条約締結後の 1951 年 10 月、国際社会への復帰を目前にした

日本は、朝鮮戦争中の韓国と国交正常化のための予備交渉を開始した。表題の「日

韓会談文書」とは、1951 年から 14 年間にわたって行われた日韓国交正常化交

渉（以下、日韓会談）と、その交渉の末に 1965 年に締結された「日韓条約」
1
に

関連する日韓双方の外交文書のことである。

　日韓会談文書は、以前より日韓の研究者によって公開が求められてきたが、近

年、植民地支配・戦争の韓国側被害者たちも、植民地支配・戦争の処理について

日韓会談でいかなる討議がされたのかに注目している。それは、1980 年代の韓

国民主化以後に被害者によって起こされた戦後補償裁判において、日本政府が過

去の問題は日韓条約によって解決済みであると主張したためである。真相究明の

ため、韓国側被害者たちも日韓会談文書の公開を求めるようになったのである。

また、日本と北朝鮮との国交正常化交渉を展望するうえで、日韓会談と日韓条約

を歴史として捉え直すべきだと考えられるようになったことも、日韓会談文書が

注目された理由の一つである。

　日本の外務省は 1976 年から、作成から 30 年を過ぎた外交文書を、案件ごと

に審査するという内規に基づいて公開してきた
2
。しかし日韓会談文書は、北朝

鮮との国交正常化交渉への影響などを理由に公開の対象から除外し、その後も公

開していない。一方、韓国政府は 1994 年から外交文書の公開を始めた。日韓会

談文書については部分公開を内定していたが、日本の外務省からの全面非公開の

要請を受けて公開しなかった
3
。

　こうした状況に風穴を開けたのは韓国の植民地支配・戦争の被害者らであった。

広島で被爆した在韓被爆者を含む強制動員被害者およびその遺族は、それまでの

戦後補償裁判で日本政府や日本の関連企業側が「財産及び請求権に関する問題の

解決並びに経済協力に関する日本国と大韓民国との間の協定」（以下、「日韓財産
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請求権協定」）ですべて解決済みと主張し続けたことから、その真相を究明すべ

く韓国外交通商部に対して日韓会談文書の公開を求める運動を展開した。しかし

外交通商部がこれを拒否したため、強制動員被害者および遺族は、ソウル行政法

院に情報公開拒否の取り消しを求める行政訴訟をおこした。2004 年に「日韓財

産請求権協定」の関連文書の開示を認める判決が出されると、盧武鉉政権はそれ

を受けて翌年、日韓会談文書の全面公開に踏み切り、約 3 万 5 千頁の文書すべ

てを公開した。

　こうした韓国での動きに刺激を受けて、日本でも 2005 年に市民団体「日韓会

談文書全面公開を求める会」（以下、「求める会」）が結成された
4
。「求める会」

は日本政府に対して、日韓会談関連文書の全面公開を求めて、朝鮮半島に対す

る日本の植民地支配の事実と責任を認めさせ、アジア・太平洋戦争による韓国・

朝鮮人被害者、および遺族への謝罪と補償を実現させることを目的として掲げ、

2001 年に施行された「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（以下、情

報公開法）にもとづき、日韓会談文書前面公開を求める運動を開始した。その結

果、2008 年までに約 6 万枚の文書が公開された
5
。

　このように、植民地支配・戦争被害者および遺族、市民の運動によって、日韓

双方の日韓会談文書が公開されたことは、大きな成果だったと言うことができる。

　しかし、また問題もあった。まず、外務省が日韓会談の過程で作成した文書の

全容が不明だということである。これまで公開された日韓会談文書は基本的に外

務省側の恣意的な選択の結果であり、日韓会談の過程でどのような文書が作成さ

れ、その後どのような文書が廃棄され、今日どのような文書が残されているのか

全容は一切不明である。これは、公文書の作成、廃棄、保存がすべて行政機関の

判断によって恣意的になされてきたためである。ようやく 2011 年に公文書の作

成と保存に関する規則を定めた「公文書等の管理に関する法律」が施行されたが、

法律施行以前の日韓会談文書の全容は知り得ないのが現状である。

　次の問題は、これまで公開された日本側文書の頁数などから推測するに、公開

されたのは現存の日韓会談文書の約 75% に過ぎず、残りの約 25% は文書全体ま

たは一部が「非開示」とされていることである。前述のような日韓会談文書の全

容が不明な点はここではおくとしても、不開示とされた文書は日韓会談文書の核

心部分だと考えられるものである。外務省は不開示の理由として、情報公開法第

5 条 3 号の「他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると行政

機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報」、同第 4 号の「公共の安全

と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相

当の理由がある情報」にあたるものであることを強調している。つまり、他国と

の交渉上不利益を被るおそれがある、または、公共の安全と秩序の維持に支障を
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及ぼすおそれがある、と外務大臣が認めれば開示しなくともよいというのである。

　しかし、こうした理由から残りの日韓会談文書を不開示としていることはやは

り不当だと言わざるをえない。日韓会談文書は作成から 30 年以上経過した歴史

文書であり、これらの文書は歴史研究の資料として広く市民に公開されるべきも

のである。仮に上記のような「おそれ」がある情報を不開示とすることを認める

としても、本当にそのような「おそれ」があるかどうか市民によって検証されな

ければならない。そうした制度が保障されない限りは、外務省が公開を望まない

文書はすべて不開示としてしまうことになりかねない。2011 年 12 月現在「求

める会」は、不開示とされた約 25% の文書の公開を求める訴訟を進めている
6
。

　筆者は、これまで日韓会談とその結果締結された日韓条約に関する歴史研究を

進めてきた
7
。本稿では、歴史研究の立場から、植民地支配に対する日本政府の

公式見解が日韓条約（1965 年）から「日韓共同宣言」（1998 年）にかけて変化

したことを概観し、日韓会談文書の非公開がいかに大きな公的不利益をもたらし

ているのか、またその反対に全面公開がいかなる公的利益をもたらすのかについ

て、韓国との友好関係の促進、北朝鮮との友好関係の樹立、東アジアの平和構築

といった側面から考えてみたい
8
。

1．「日韓条約」から「日韓共同宣言」への変化

（1）植民地支配正当論

　これまでの日韓会談研究で指摘されてきたことだが
9
、1951 年 10 月に予備会

談として始まった日韓会談および 1965 年の日韓条約において、日本政府は朝鮮

植民地支配正当論の立場に立っていた。まずその点について、近年明らかにされ

た事実も含めてここであらためて整理しておく。

　日韓会談開催の背景として、1951 年に締結されたサンフランシスコ講和条約

があったことはよく知られている。同条約の朝鮮に関する条項（第 2 条、第 4 条、

第 9 条、第 12 条、第 21 条
10
）のうち、ここで重要なのは植民地支配問題に関

連する第 2 条および第 4 条である。まず第 2 条では、「朝鮮の独立を承認して、

済州島、巨文島及び鬱陵島を含む朝鮮に対するすべての権利、権原及び請求権を

放棄する」と規定されている。日本が国際社会に対して「朝鮮の独立」の承認を

表明した条文である。

　次に第 4 条は、第 2 条で「独立を承認」した国家との間の「財産」および「請

求権」について規定した条文である
11
。同条（a）項では、「財産」および「請求

権」の処理は「日本国とこれらの当局との間の特別取極の主題とする」とされた。

つまり、この条文に基づいて後に日韓財産請求権交渉が行われ協定が締結された
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のである。注目すべきは、これらサンフランシスコ講和条約の条文は日本が朝鮮

植民地支配・戦争による被害を認めてその清算を行うことを規定するものではな

かったということである。

　ただし、条約の草案過程において植民地支配処理問題がまったく議論されな

かったわけではない。特に草案作成を主導した米国国務省は、韓国の対日講和条

約署名問題と賠償問題について検討した結果、韓国は第二次世界大戦における対

日交戦国ではないため対日講和条約署名国とはなり得ず、米国や他の諸国家が日

本の「韓国併合」を承認したため植民地統治に対する韓国側の賠償要求は容認で

きないと考えていた
12
。これは他の連合国側も共有する認識だった。サンフラン

シスコ講和条約に植民地支配を清算する規定が存在しなかったのは、当時の連合

国側が植民地支配は賠償の対象となりえないとの認識を共有していたからに他な

らなかった。

　また、その認識は、サンフランシスコ講和条約に特有の考え方であったわけで

もない。1947 年に締結されたイタリア講和条約において、リビア、エリトリア、

イタリア領ソマリランドなどイタリアの旧植民地の賠償請求権が否認されたこと

からもわかるように
13
、植民地支配は清算されるべきものとはみなされていなかっ

たのである。むしろ、サンフランシスコ講和条約の草案作成に深く関わったジョ

ン・フォスター・ダレス（John Foster Dulles）の言葉を借りれば、「西欧の植

民地主義（Western colonialism）」は、「最初から解放的性質を帯びるよう、人

間の自由という基本的な考え方」を内包しており、「西欧諸国に依る政治的支配

が平和的に退却し、自治がこれに代わるように進め」
14
るものだった。日韓会談

で日本側が主張した植民地支配正当論は、こうした認識を背景に展開されたと言

える。

　次に、日本政府の朝鮮植民地支配正当論について見てみよう。日韓会談開始以

前の日本政府の植民地支配認識を最もよく表す資料は、外務省が講和条約締結準

備過程で 1949 年 12 月に作成した「割譲地に関する経済的財政的事項の処理に

関する陳述」、および翌 50 年 5 月作成の改訂版「対日平和条約の経済的意義に

ついて」の「三　割譲地に関する経済財政事情の処理」である。そこに表された

植民地支配認識は以下の二点に要約できる。

　ひとつは、旧植民地は国際法により「正当ニ取得」されたという「植民地支配

正当・適法」論である。敗戦直後の日本政府は、帝国の植民地が「今次戦争ニ関

係ナク帝国ガ正当ニ取得シ且帝国ノ主権行使ニ付従来争ナカリシ領土」であり、

朝鮮は「日韓合併條約、韓国併合宣言ニ対シ今日迄米、英、蘇ノ何レヨリモ異議

アリタルコトナシ」
15
と認識した。敗戦直後のこうした日本政府の植民地支配認

識は、その後も維持された。1949 年 12 月に作成された「割譲地に関する経済
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的財政的事項の処理に関する陳述」でも、「当時としては国際法、国際慣例上普

通と認められていた方式により取得され、世界各国とも久しく日本領として承認

していた」のであり、「過去におけるこれら地域の取得、保有をもって国際的犯

罪視し、懲罰的意図を背景として、これら地域の分離に関連する諸問題解決の指

導原則とされることは、承服し得ない」ことだとされた
16
。

　もうひとつの日本政府の植民地支配認識は、日本の植民地統治は「搾取政治」

ではなく、「各地域の経済的、社会的、文化的向上と近代化」に「貢献」したと

いう「施恵論」ないしは「近代化論」である。「割譲地に関する経済的財政的事

項の処理に関する陳述」には次のように記されている。

日本のこれら地域に対する施政は決していわゆる植民地に対する搾取政治と

認められるべきでないことである。逆にこれら地域は日本領有となった当時

はいずれも最もアンダー・デヴェロップトな地域であって、各地域の経済的、

社会的、文化的向上と近代化はもっぱら日本側の貢献によるものであること

は、すでに公平な世界の識者－原住民を含めて－の認識するところである
17
。

そして、日本の統治以来、朝鮮人の所得、および生活水準は上昇したのだから、

経済的、社会的分野に関する限り「日本の植民地搾取云々との説は、政治的宣伝

ないし実情を知らざるところに起因する想像論に過ぎない」としている。

　こうして日本政府は、予備会談開始直後の 1951 年 10 月に作成した「日韓両

国の基本関係に関する方針（案）」で、韓国側が「日本による四十年の朝鮮統治

が搾取的植民政治であったとの建前をもって来る」ことを予見して、次のような

基本方針を決定していた。

我が方としては原則論としてかかる態度を論破する要があり、必要あれば何

時にても韓国側及び世界の曲解ないし誤解を解く用に資するため、日本の朝

鮮統治下における韓国人の経済生活、文化生活の向上の実際面を具体的に説

示した一般的なステートメントを準備し置く要があり、適当なる諸点につい

ては、他の外国のコローニアリズムとの比較を示すことも必要であろう。
18

ひとことで言えば、「他の外国のコローニアリズム」と比較しても「朝鮮統治下

における韓国人の経済生活、文化生活」は「向上」したというのが当時の日本政

府のもうひとつの基本認識であった。

　以上のような植民地支配正当論は、その後の会談でも堅持された。例えば、外

務省は 1960 年 7 月の内部文書で「過去の償いということではなしに、韓国の将
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来の経済に寄与するという趣旨」ならば、「経済的援助」を行なう意義があると

述べ、「過去の償い」を行う意思は持たなかった
19
。また、旧大蔵省は 1963 年 6

月作成の内部文書で「戦争による被徴用者の被害に対する補償」は、韓国側の「政

治的要求（日本の植民地的搾取を理由とする）」なので「全面的拒否の態度」を

とっていた
20
。実際に、日韓会談の結果として 1965 年に締結された日韓条約には、

日本の植民地支配処理について規定する条文は設けられなかっただけでなく、基

本条約でも植民地支配については一切言及されなかった。

（2）植民地支配不当論へ

　しかしながら、日本政府の植民地支配正当論はその後も維持されたわけではな

く、1972 年に第一の転機を迎えることになる。この年日本政府は日中共同声明

において、「日本国が戦争を通じて中国国民に重大な損害を与えたことについて

の責任を痛感し、深く反省する」と、侵略戦争に対する謝罪と反省をはじめて表

明した。敗戦から27年目にして、ようやく過去と向き合う姿勢を見せたのである。

　さらにその 10 年後の歴史教科書問題においては、日本政府は「宮澤官房長官

談話」（1982 年）を出し、「日本政府及び国民は、過去において、我が国の行為

が韓国・中国を含むアジアの国々の国民に多大の苦痛と損害を与えたことを深く

自覚し、このようなことを二度と繰り返してはならないとの反省と決意」を表明

した。ただし、「日中共同声明」と「宮澤官房長官談話」の段階では、侵略戦争

に対する謝罪と反省がなされたものの、植民地支配についての政府見解は示され

なかった。

　そして 1980 年代後半に韓国で政治的民主化が進展し東西冷戦体制が崩壊する

なかで、日本の植民地支配認識の変更を迫る第二の転機が訪れた。1990 年代に

入ると旧日本軍「慰安婦」など植民地支配・戦争被害者らが日本政府に対して補

償を求める声をあげ、日韓の支援者や市民運動がそれを支援することによって、

植民地支配・戦争の清算を求める運動が本格化したのである。こうした運動は、

侵略戦争だけでなく植民地支配それ自体の責任を問うものとなった。

　日本政府は、東西冷戦崩壊後の東アジアのあり方を展望していくうえで、植民

地支配・戦争被害者らの動きを無視できなくなり、植民地支配に対する見解の表

明を迫られることとなった。1990 年代初めに植民地支配の責任問題に向き合う

姿勢を見せたのは宮沢政権と細川政権だった。

　まず、1992 年に訪韓した宮沢首相は、盧泰愚大統領に「従軍慰安婦」問題の

謝罪を表明した
21
。1993 年には、真実調査結果とともに「河野内閣官房長官談話」

が発表された
22
。この過程において日本政府は、不十分であったとはいえ「従軍

慰安婦」問題の調査を行うことによって、旧日本軍の「関与」と「従軍慰安婦募
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集」の「強制」を認め、それに対して初めて謝罪したのである。

　次に、その直後に細川連立政権が発足し、細川首相は侵略戦争を批判しただけ

でなく植民地支配を謝罪する発言を行い、植民地支配・戦後補償問題に前向きな

姿勢を示した
23
。首相個人の発言だったが、「植民地支配」「侵略戦争」の言葉や

「創氏改名」「徴用」などの例を挙げて日本の責任を認め謝罪したのは初めてのこ

とだった。しかし、右派や官僚などの抵抗が強く、政権としては植民地支配・戦

争被害の清算に向けて動き出すことができなかった。

　第三の転機が訪れたのは1994年に村山連立政権が成立した直後のことだった。

日本の敗戦から 50 年目の 1995 年 8 月 15 日、村山富市首相は閣議決定にもとづ

いて次のような談話を発表した。

わが国は、遠くない過去の一時期、国策を誤り、戦争への道を歩んで国民を

存亡の危機に陥れ、植民地支配と侵略によって、多くの国々、とりわけアジ

ア諸国の人々に対して多大の損害と苦痛を与えました。私は、未来に誤ち無

からしめんとするが故に、疑うべくもないこの歴史の事実を謙虚に受け止め、

ここにあらためて痛切な反省の意を表し、心からのお詫びの気持ちを表明い

たします。また、この歴史がもたらした内外すべての犠牲者に深い哀悼の念

を捧げます。
24

日本政府は、このいわゆる「村山談話」において、アジアへの植民地支配と侵略

に対して「痛切な反省の意を表し、心からのお詫びの気持ち」を公式に表明した。

日本政府が「植民地支配」という言葉を用いて謝罪したのはこれが初めてだった。

　そしてこの「村山談話」の内容は、1998 年 10 月に金大中大統領と小渕恵三

首相が交わした「日韓共同宣言－ 21 世紀に向けた新たな日韓パートナーシップ

－」に受け継がれた。

小渕総理大臣は、今世紀の日韓両国関係を回顧し、我が国が過去の一時期韓

国国民に対し植民地支配により多大の損害と苦痛を与えたという歴史的事実

を謙虚に受けとめ、これに対し、痛切な反省と心からのお詫びを述べた。
25

これは、1995 年の「村山談話」を日韓関係にも適用し、日本は過去の朝鮮植民

地支配を「反省」し「お詫び」することを韓国に対して初めて表明したものであ

る。それを受けて金大中大統領は、小渕首相の歴史認識の表明を評価すると同時

に、「両国が過去の不幸な歴史を乗り越えて和解と善隣友好協力に基づいた未来

志向的な関係を発展させるためにお互いに努力すること」を表明した。
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　日本政府は、その後も日韓関係において「日韓共同宣言」の立場を堅持し続け、

2002 年 9 月に金正日国防委員会委員長と小泉首相が交わした「日朝平壌宣言」

にも日韓共同宣言と同様の内容を盛り込んだ。その後の歴代の日本の政権は「村

山談話」の見解を踏襲した。2010 年 8 月に発表された菅直人首相談話でも、「植

民地支配がもたらした多大の損害と苦痛」に対し、あらためて「痛切な反省と心

からのお詫びの気持ち」が表明されたのである。

　以上のように、今日の日本政府は、過去の植民地支配が当該地域の人々に「多

大な苦痛」と「被害」をもたらしたことに対して「反省」し「お詫び」をすると

いう朝鮮植民地支配不当論の立場に立っている。いうまでもなくこうした日本政

府の認識は日韓会談の過程、および日韓条約にはみられなかったもので、日本政

府の立場が日韓条約締結当時の植民地支配正当論から、今日の植民地支配不当論

へと変化したと言うことができる。

　この日本政府の植民地支配に対する公式見解の変化を前提として、以下、日韓

会談文書非公開による公的不利益、および日韓会談文書全面公開による公益性に

ついて考えてみる。

2．日韓会談文書非公開による公的不利益

（1）真実究明の妨げ

　先にも述べたように、「求める会」の開示請求により 2006 年から 2008 年にか

けて約 6 万枚の日本側日韓会談文書が開示された。しかし、韓国との「信頼関

係が損なわれるおそれ」がある、また将来の朝鮮民主主義人民共和国（以下、北

朝鮮）との「交渉上不利益を被るおそれがある」との理由により、外務省が所有

する日韓会談文書全体の約 25% が不開示とされている。このような日韓会談文

書の不開示は、いかなる公的不利益をもたらしているのだろうか。

　まず、日韓会談および日韓条約の歴史研究の大きな妨げになっている点を指摘

しなければならない。日韓会談文書がその作成からすでに 45 年以上も経過して

いる歴史文書であり、歴史研究の資料として保存され、広く市民に公開される

べきものであるにもかかわらず、約 25% もの文書が不開示とされていることは、

日韓の歴史資料の共有、学術交流、真実の究明、それにもとづく共通の歴史理解

の構築を困難にしている。

　今日の日本政府は、植民地支配不当論の立場から植民地支配への「反省」を公

式表明しているが、植民地支配を真に「反省」するのであれば、過去の植民地支

配を清算しなければならず、そのためにはまず過去に対する真実究明を行う必要

がある。真実究明とは、①植民地支配システムと植民地支配による「多大の損害
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と苦痛」、②日韓会談での植民地支配処理過程の実相を明らかにすることである。

それを実践することが真に植民地支配を「反省」することにつながるはずである。

それができなければ、日本政府の公式見解は空洞化してしまうことになる。

（2）「矛盾」の固定化、非和解の継続

　1 章で述べたように、日本政府の朝鮮植民地支配に対する公式見解は、日韓会

談および日韓条約（1951 ～ 1965 年）での植民地支配正当論から、「村山談話」

（1995 年）および「日韓共同宣言」（1998 年）での植民地支配不当論に大きく変

化し、「村山談話」以降の公式見解も、過去の植民地支配を「反省」し「お詫び」

するというものである。

　しかしその一方で日本政府は、植民地支配の清算は 1965 年「財産請求権及び

経済協力協定」で解決済みだと主張して真実究明とそれにもとづく補償を行う意

思をもたなかった。ただし、在韓被爆者問題・サハリン在住韓国人問題・在日韓

国人軍人軍属問題・旧日本軍「慰安婦」問題に対しては特別措置を講じてきた
26
。

この点について日本政府は、特別措置は「人道的精神」「人道的見地」から行う

ものであり、国家補償を前提とするものではないと説明してきた。しかしこれは、

実質的には植民地支配に由来する未解決の問題が存在していると認識し、日韓条

約では植民地支配が清算されなかったことを具体的に認めたものだと言うことが

できる。

　それに対して植民地支配・戦争の被害者および遺族は、日本政府の「反省」と

「お詫び」に対して強い不信と不満を抱くことになった。実際に、サンフランシ

スコ平和条約第 4 条とそれにもとづく日韓財産請求権交渉の過程を歴史として

考えるならば、1965 年の日韓財産請求権協定では、植民地支配の清算を欠いた「財

産請求権問題」が処理されたにすぎない。つまり「財産請求権問題」とは、「単

なる領土分離の際の国の財産及び債務の継承関係として取扱われるべきもの」で

あって、植民地支配を清算するものではなかった
27
。もとより日本政府は植民地

支配正当論の立場から植民地支配は清算されるべきものとは考えていなかった。

サンフランシスコ平和条約第 4 条にもとづく日韓財産請求権交渉とその結果と

しての日韓財産請求権協定も植民地支配を清算するものではなかったのである。

　したがって、日本政府が植民地支配を「反省」すると公言する一方で、植民地

支配正当論にもとづく日韓条約によって旧日本軍「慰安婦」などの植民地支配清

算問題が解決済みだとすることは明らかに論理矛盾である。日韓会談文書の非開

示を継続することは、この矛盾を覆い隠し固定化させることになる。そうなれば、

今後過去の清算を行う機会が失われ、日本は植民地支配の清算を行わなかったと

いう歴史が永遠に残ることになる。
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　また、韓国の植民地支配・戦争被害者および遺族は、韓国側文書だけでは日韓

会談における植民地支配処理の全貌を知ることができないと考えて「求める会」

の文書公開要求運動に参加した。しかし、日本側日韓会談文書は全面公開されず、

被害者および遺族の不信や不満は解消されないままである。

　結局、「村山談話」や「日韓共同宣言」で発された植民地支配に対する「反省」

と「お詫び」は言葉だけの内実がともなわないものとなっている。日韓会談文書

を全面公開しないことは、日本政府の「矛盾」を固定化させるだけでなく、被害

者および遺族との非和解を継続させ、日韓両市民に永続する不利益をもたらすこ

とになるだろう。

3．日韓会談文書公開の公益性

－韓国、北朝鮮との和解、東アジアの平和構築へ

（1）韓国との真の和解のために

　今後日本には、2 章で指摘したような日韓会談文書非公開による公的不利益を

克服し、より友好的な日韓関係を構築していくことが求められる。そのためには、

以下のような点から日韓会談文書を全面公開する施策が有用である。

　まず日本政府は、先に述べた植民地支配処理をめぐる「矛盾」を認定し、次の

段階へ進んでいくことが緊要である。つまり、植民地支配・戦争被害者および遺

族に対して、日韓条約では植民地支配・戦争被害の清算がなされなかったことを

認め、「日韓共同宣言」の立場をさらに進めて、そこに欠けていた被害の真実究

明と補償を誠実に実践していく必要がある。

　真実究明の面では、たとえば韓国の国家機関「対日抗争期強制動員被害調査及

び国外強制動員犠牲者等支援委員会」
28
や日本の NGO「強制動員真相究明ネット

ワーク」
29
の調査作業への協力が考えられる。また、協力にとどまるのではなく、

非公開とされている植民地支配関連資料や日韓会談関連資料などの歴史資料を日

本政府みずからが積極的に公開し、植民地支配の真実究明に主体的に取り組む必

要がある。補償は真実究明の上でなされるべきである。

　特に今日においては、被害者および遺族が日韓会談での植民地支配処理過程の

真実の究明を要求していることが重視されなければならない。先にも述べたよう

に、今回の「求める会」による日韓会談文書の全面公開を求める裁判には韓国側

の被害者および遺族が参加している。全面公開が実現すれば、少なくとも日韓の

市民は、日韓会談における双方の歴史資料を共有し、それらを調査・研究するこ

とにより共通の記憶を持つことが可能となる。また日韓会談文書の全面開示は同

時に、戦前の植民地支配に関する資料や他の分野での資料の公開を促し、記憶の
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共有を促進する契機となるだろう。そうなれば 1998 年「日韓共同宣言」でうた

われた植民地支配の「反省」を具体的に履行することになり、被害者および遺族

だけでなく韓国の人々の日本に対する信頼は深まり、より強固な友好関係を築く

ことができるだろう。

（2）北朝鮮との友好的な国交樹立に向けて

　日本と北朝鮮は、植民地支配の始まりから 100 年以上、朝鮮植民地支配の終

わりから半世紀以上、日朝国交正常化交渉の開始から 21 年が経過しているにも

かかわらず、国交を樹立できないでいる。

　ただし、まったく進展がなかったわけではない。2002 年には「日朝平壌宣言」

が交わされ、「村山談話」と「日韓共同宣言」の内容を踏襲して「日本側は、過

去の植民地支配によって、朝鮮の人々に多大の損害と苦痛を与えたという歴史の

事実を謙虚に受け止め、痛切な反省と心からのお詫（わ）びの気持ち」が表明さ

れた。これは「日韓共同宣言」と同様に、朝鮮植民地支配不当論の立場に立つこ

とを表明したもので、多くの人々に国交正常化への期待をもたせた。

　しかし、その後の日本と北朝鮮は国交正常化に進めなかった。「日朝平壌宣言」

直後にクローズアップされた拉致問題やミサイル・核開発問題などにより日朝の

対立は激化し、人やモノの行き来は大きく制限された。植民地支配をめぐっても

「日朝平壌宣言」で表明された「反省」と「お詫び」は実行に移されることなく、

依然として「非和解」の状態が続いている。

　日本の外務省は、日朝国交正常化交渉への悪影響などを理由に日韓会談文書の

約 25% を非公開としているが、今日のように「日朝平壌宣言」が暗礁に乗り上

げた状態にあって、日韓会談文書の公開が、将来再開される日朝交渉に悪影響を

及ぼすとは考えられない。「日朝平壌宣言」で国交正常化の方向性と枠組みには

合意されている。それに日韓会談文書は 45 年以上も前に作成された歴史資料で

あり、当時の国内・国際情勢と今日のそれとでは大きく異なっているからである。

むしろ日韓会談文書の全面公開は、今後の日朝関係および日朝交渉によりよい影

響を及ぼすものと思われる。日韓関係と同様に、日韓会談文書を全面公開すれば、

日本側は植民地支配正当論の立場から進めた日韓会談と日韓条約締結の歴史を省

察し、「日朝平壌宣言」でうたわれた植民地支配の「反省」を具体的に履行する

方向に進める。北朝鮮側もそれを肯定的に受け入れるだろう。そうなれば、より

よい日朝条約の締結とより友好的な日朝関係の樹立が可能となる。

（3）東北アジアの平和構築のために

　一般的に東西冷戦体制は 1990 年代初めに崩壊したと言われているが、東北ア
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ジアにおける冷戦は終ったとは言えない。朝鮮半島では、今日においても南北対

立と分断が解消されないまま、停戦という戦争状態が続いているからである。ま

た、近年の研究によると、南北朝鮮の分断と対立の固定化をまねいた朝鮮戦争は

「冷戦」の中で起こった単なる地域戦ではなく、韓国と北朝鮮の内戦に、米国、中国、

ソ連が参戦し、日本と台湾が関与した「東北アジアの戦争」
30
だった。こうした

理解に立つならば、米国と日本が韓国と連繋し、中国とロシアが北朝鮮と連繋し

て対立するという朝鮮戦争での基本的構図は今日においても存続していると見る

ことができる。

　2003 年には、朝鮮半島の緊張を緩和するために、韓国、北朝鮮、米国、中国、

ロシア、日本による 6 カ国協議が発足した。6 カ国は、朝鮮戦争の当事国とそれ

に関与した国家によって構成されている。歴史的に考えるならば、この 6 カ国協

議は、朝鮮戦争の停戦状態を終結させ、朝鮮戦争以来の東北アジアにおける対立

関係を平和体制に転換することを目的とするものである。2012 年 1 月現在、6

カ国協議は中断した状態にあるが、これまで「朝鮮半島の非核化」「経済・エネ

ルギー支援」「日朝関係正常化」「米朝関係正常化」「北東アジアの安保協力」な

どの問題について討議されてきた。

　6 カ国協議のアジェンダのひとつに「日朝関係正常化」が挙げられているが、

それは朝鮮半島をめぐる対立の最下層に日本の植民地支配の清算問題があること

を示している。前述のように、日韓会談文書の全面公開が植民地支配清算の契機

となるならば、日朝国交正常化交渉が再開され、朝鮮半島を結節点とする国際的

緊張関係は徐々に緩和されていくことになる。くわえて日朝国交正常化の実現と

朝鮮半島をめぐる国際的緊張関係の緩和は朝鮮半島の統一によりよい影響を及ぼ

すと思われる。

　また、日韓会談文書の全面開示による日本と朝鮮半島での歴史資料の共有は、

他の地域でも同様の動きを促進するきっかけとなりうる。東北アジアで歴史資料

の公開と共有が進めば、この地域での記憶の共有も可能となり、歴史認識におけ

る「和解」が進むであろう。そのことは、東北アジアが平和共同体の構築へ向け

て大きく前進することでもある。

お　わ　り　に

　以上のように、日本政府が今後も日韓会談文書を非公開とし続けるならば、私

たち日本は、真実究明の妨げ、植民地支配清算をめぐる日本政府の「矛盾」の固

定化、非和解の継続という公的不利益をかかえこむことになる。一方、日韓会談

文書の全面公開を実現すれば、韓国、北朝鮮との和解、東アジアの平和構築を進
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める契機となり、日本とそれらの地域の人々に大いなる利益をもたらすことにな

るのである。

　2011 年 8 月 30 日、韓国の憲法裁判所は、旧日本軍「慰安婦」および韓国原

爆被害者の「賠償請求権」が 1965 年の「日韓財産請求権協定」で消滅したかの

可否に関する日韓間の解釈の相違を韓国政府が解決しないまま放置していること

が違憲であるとの判決を下した。この判決は、旧日本軍「慰安婦」問題のように

日本政府などの国家権力が関与した「反人道的不法行為」および原爆被害者問題

などについては、1965 年の「日韓財産請求権協定」では解決されたものとはい

えず、日本政府の法的責任が認められるという、韓国政府の公式見解にもとづく

ものである。

　この政府の公式見解は 2005 年の韓国側日韓会談文書の全面公開によって明ら

かにされたものである点が重要である。韓国政府は、この違憲判決を受けて、日

本政府に対して日本軍「慰安婦」補償問題を解決するための政府間協議の開催を

要請したが、日本政府は「1965 年の日韓請求権協定で、完全かつ最終的に解決

された」として、これに応じていない。日本政府も日韓会談文書を全面公開して、

真実を明らかにしなければならないだろう。
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1 本稿では、1965 年 6 月 22 日に日韓間に締結された「日本国と大韓民国との間の基本関係に関す
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大韓民国との間の協定」「日本国に居住する大韓民国国民の法的地位及び待遇に関する日本国と

大韓民国との間の協定」「日本国と大韓民国との間の漁業に関する協定」「文化財及び文化協力に
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2 「外交文書公開　法制化検討を」『朝日新聞』2002 年 12 月 24 日。

3 「国交正常化への外交文書－外務省、韓国に非公開要請」『朝日新聞』1997 年 2 月 20 日。

4 「日韓会談文書・全面公開を求める会」設立のパンフレットより。
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年からは第二期日韓共同研究（日本学術振興会科学研究費補助金、研究課題名「朝鮮半島から見

た戦後東アジア地域秩序の形成と変容－新たな地域像を求めて」）に参加している。また、2006
年より「日韓会談文書・全面公開を求める会」の文書公開運動にも共同代表として関わってきた。

8 本稿は、日韓会談文書全面公開を求める訴訟（「平成 20 年（行ウ）第 599 号文書一部不開示決定

処分取消等請求事件」）第 11 回口頭弁論（東京地方裁判所、2011 年 1 月 21 日）に提出された原

告証書（甲）130「意見書　日韓会談文書全面公開の公益性－日韓・日朝和解、東北アジア平和

構築のために」に修正、加筆したものである。
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もに廃止された。
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要旨

　本稿は、日韓会談文書全面公開を求める訴訟（「平成 20 年（行ウ）第 599 号

文書一部不開示決定処分取消等請求事件」）第 11 回口頭弁論（東京地方裁判所、

2011 年 1 月 21 日）に提出された原告証書（甲）130「意見書　日韓会談文書全

面公開の公益性─日韓・日朝和解、東北アジア平和構築のために」に修正、加筆

したものである。植民地支配に対する日本政府の公式見解が日韓条約（1965 年）

から「日韓共同宣言」（1998 年）にかけて変化したことを概観し、日韓会談文書

非公開の公的不利益と全面公開による公的利益について考察した。2012 年 1 月

現在、日本政府は日韓会談文書の約 25％を非開示としたままである。今後も非

開示を続けるならば、日本は、真実究明の妨げ、植民地支配清算をめぐる「矛盾」

の固定化、非和解の継続という公的不利益をかかえこむことになる。一方、日韓

会談文書の全面公開を実現すれば、韓国、北朝鮮との和解、東アジアの平和構築

を進める契機となり、日本とそれらの地域の人々に大いなる利益をもたらすこと

になる。




